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情報通信の不適正利用にどう対処するか

情報通信の 不適正利 用

帖報通信技術の飛躍的発展は、社会生

活に幾多のﾒﾘｯﾄ をもたらしている反面､ さ

まざまな問題を惹起してきている。情報通信

の中でも､特にインターネットは､ 情 報発信、

情=報受信の機会を拡人し､ 利便性の向llに

貞献しているが､ その便利なツールの悪川

が他人の名誉毀損､ プライバシー侵害､ そ

の他の権利利益の侵占を引き起こしている。

これらを｢情 報通信の不適正利川｣と呼ぶ

ならば､ そ れにかかわる問題については、

種々の場で論じられてきた。そのうち､ 情 報

辿信を所管する郵政省では､ 迷惑屯話の対

策をはじめ､ これまでに数多くの研究会で検

討が重ねられてきたが､ 特に、1998年3J｣の

｢高度情報通信社会に向けた環境整備に関

資料4-1-17　情報通信の不適正利用に

関する課題と取り組み

不適正利用の例 課 題 取り組み
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訂冨71 郵政省「上情報通信の不適正利用と苦

情対応の在り方に関する研究会」報告

書の資料を元に作成

す る研 究 会｣ 報 告:､':=や1997 年12 月 の｢ 電 気

通 信 サ ービ スにお ける情 報 流 通 ルー ルに 関

す る研 究 会｣ 報 告 占 で は 、匿 名 による 情 報

発信 による 不 適 正 利 川 の 紛 争 解 決 の 前提

として､ 発 信 者を 特 定 す ることを11｣‘ 能とす る

仕 組 み の 検 討 の 必 要性 が 指 摘 されてい る。

郵 政 省 研 究 会 報 告 書 と 不 適 正利 用 の 範 囲

そ れらを受 け て､｢ 情 報 通 信 の 不 適IIﾐ利 川

と＆|'lll対応 の 在り方に 関 する研 究 会｣ は､ こ

の ような 問 題 を 含め て検 討 を行 い 、IS外19年2

月 川 に｢ 誰もが 安心 して 情 報 通 信 を 利 川 で

きる礼 会をめ ざして｣ という報 告 書 をとりまと

めて 公 衣した 。この 研 究 会の 座 長を 務 め た

の で､ そ の 概 要をここで 紹 介 することにす る。

本 報 旨 書 で は､ 冂 凵 他 人 の 権 利 利 益

を 侵 害 す るような･|'IIμ11辿 信 の 利Jlj、･2 ;･違

法･ 右 害 な コンテ ントを 不 特 定 または 多 数

人の 閲 覧 に 供 す る情 報通 信 の 利 川を 中 心

的 に 収 り上 げ､ また､〔2 〕メデ ィア とし て は 、

イン ター ネットに 限 らず､ パ ソコン 通 祐 、電

話 、ＦＡＸも対 象 とし た 。

不 適 正 利 用 の 傾 向

不 適 正 利 用 の 傾 向 として は 、次 の ような

ことが 指 摘 できる。

(1) インター ネット、パソコン通 信 など に 係

る 不 適 正 な 利 用 に 関 す る 苦 情 に つ い て は

年 々増 加して い る

(2) ホー ムペ ー ジ､ 電f 掲 示 板 関 係 で は 、

佃 人 情 報 の 無 断 公 開 、誹 謗 中 傷 、名 誉 毀

損 が 深 刻 な 被‘､irを 生じ させ ることが あり、

わ い せ っ な 情 報 掲 載 、ね ず み 講 へ の 勧

誘 、ネットワー ク上 で の 売 買 に 関 す る11111二情

が 多 く、電 子 メー ル|周係 で は 、最 近 、不 必

I麦な 広 告 電 子 メー ル が 問 題 化し て い る、

(3) 電 話 の 不 適 正 利 川 につ い ては 、態 様

に 人きな 変 化 はな い が､ インター ネット、パ

ソコン 通 信 の アクセ ス手 段 とし て 利 川 さ れ

ること か ら、こ れ らと 結 び つ い た 形 で 問 題

のあ る 利 用 形 態 が 出 現し 、また､ 電 子 掲 示

板 に 氏 名･ 電 話 番 り･が 掲 載 さ れ た た め 、

迷 惑 電 話 が 生 じる 例 が 出 現し て い る。

不 適正利 用の課 題と取 組

情報通信の不適正利川に関する課題と取

組を衣にまとめた｡ 資利↓1J を参照されたい。

発 信者情 報の開 示

この報告書では、不適正利用の問題は

電気通信の匿名性によって発信者の民'μ

llの 責任追及が困難であることも要因の1

つであるとの観､l,Iχから、不適正利川の発

信者を探索し、発信者情報を開示する制

度が対策として有効であるととらえ､ これに

ついて､ 特 に報告書の第4 章で検討した。

ここでは、① 発信者情報と｢辿 信の秘

密｣レ2 府 政上の制度としての発信者情報

開示F 続 の創設レ3 立法による措置の検

討、５発信者情 報開示の要件･ 手 続等、

(6そ の他の課題に分けて検討を加えた。

しかし、簡単には結論を出すことができな

い1111題 もあるため、発信浄|青報開示につ

いては､ その必要性については多くの賛同

が得られたが､ そのｆ 続、要件、開示機

関等について法的な論点が多く指摘され

ており、今後､ これらの検討を継続して行

うことが必要である、ということになった。

提 言 の 実 現

この 研究 会で は、ネットワーク上で の 自山 な

情 報 の 流 通 は確 保しつ つ も、他 人 の 権 利 利

益 を侵 害 す る通 信 の 発信 者 の 責 任 を問う仕

組 みや､ 電 気 通 信事 業 行等に よる苦 情 対応･

違 法 情 報 の 削 除 など の措 置 を促 進 す るた め

の 仕 組 み 作り、利 用 者 の啓 発 や技 術 的ｆ 段

など の 対 応 の 在り方 に つい て 検 討を 行った

この 報 告 書にはさまざまな提 言を盛り込 んだ

つ もりで あるが､ これらの提i-1は 一 括して 実 現

され なけ れば ならないものではなく､ 可能 なもの

から順次 実 現していくことを求 めたい､ とし た、

今 後､ 提 言 が どの ようにして 実 現 され るか、

注 目され る。

(堀 部 政 男　 中 央 大 学 法 学 部 教 授)
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